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都道府県労働局長 殿

厚生労働省大臣官房地方課長
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厚生労働省職業安定局長
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林業振動障害者職業復帰推進員の配置について

林業振動障害者職業復帰推進員 (以下 ｢推進員｣という｡)については､｢林業振動障害

者職業復帰推進員規程 (平成13年厚生労働省訓第46号)｣及び平成元年6月30日付

基発第367号及び職発第360号 ｢林業振動障害者職業復帰推進員について｣により推

進員制度の運営を行ってきたところである｡

しかしながら､振動障害に篠患し療養中の者が減少していること及び該当者の高齢化に

より再就職希望者が減少していることから､再就職を希望する振動障害軽快者 (林業にお

ける振動障害に従事したことによって振動障害に罷患した労働者のうち､症状が軽快し､

振動業務以外の一般的な労働が可能と認められた者をいうD)-の求人情報提供､職業相

談等を行っている公共職業安定所の推進員を廃止することとしたところである｡

ついては､別紙1｢林業振動障害者職業復帰推進員規程 (〔改正〕平成19年厚生労働

省訓第6号)｣及び別紙2 ｢林業振動障害者職業復帰推進員設置要領｣に基づき効果的な

業務運営のために推進員を活用されたい｡

なお､平成元年6月30日付基発第367号及び職発第360号 ｢林業振動障害者職業

復帰推進員について｣は廃止する｡



別紙 1

0厚生労働省訓第6号

部 内 一 般

林業振動障害者職業復帰推進員規程の一部を改正する訓令を次のように定める.

平成 19年3月29日

厚生労働大臣 柳揮 伯夫

林業振動障害者職業復帰推進員規程の一部を改正する訓令

林業振動障害者職業復帰推進員規程 (平成13年厚生労働省訓第46号)の一部を次の

ように改正する｡

第1条中 ｢並びに適正な職業選択及び就職後における職場-の適応の推進 (次条におい

て ｢職業復帰等｣というO)｣及び ｢及び厚生労働省職業安定局長が必要と認める公共職業

安定所｣を削る｡

第2条中 ｢職業復帰等｣を ｢職業復帰｣に改める｡

第3条第1項中 ｢若しくは｣を ｢又は｣に改め､｢又は公共職業安定所長｣を削り､｢次

の各号に掲げる｣を ｢振動障害軽快者の職業復帰に関する調査､相談､指導その他振動障

害軽快者の職業復帰を推進するために必要な｣に改め､同項第1号及び第2号を削る｡

第6条中 ｢又は厚生労働省職業安定局長｣を削るo

附 則

この訓令は､平成19年4月1日から施行する｡



○林業振動障害者職業復帰推進員規程 (平成13年1月6日厚生労働省訓第46号)

〔改正〕平成19年3月29日訓第6号

部 内 一 般

林業振動障害者職業復帰推進員規程を次のように定める｡

林業振動障害者職業復帰推進員規程

(設置)

第 1条 労働者災害補償保険の適用事業に係る労働者であって､林業における振動業務に

従事したことによって振動障害にかかったもののうち､その症状が軽快したもの (以下

｢振動障害軽快者｣という｡)の職業復帰の推進に関する業務の円滑な運営に資するた

め､厚生労働省労働基準局長が必要と認める都道府県労働局又は労働基準監督署に林業

振動障害者職場復帰推進員 (以下 ｢推進員｣というQ)を置くQ

(委嘱)

第2条 推進員は､社会的信望があり､かつ､振動障害軽快者の職場復帰に関する深い関

心と理解を有する者であって､次条に規定する職務を行うために必要な能力を有するも

ののうちから委嘱する｡

(職務)

第3条 推進員は､都道府県労働局長茎追労働基準監督署長の指示を受けて､振動障害軽

快者の職業復帰に関する調査､相談､指導その他振動障害軽快者の職業復帰を推進する

ために必要な事務のうち､都道府県労働局長又は労働基準監督署長が定める事務を行う0

2 推進員は､必要に応じ､関係機関等と密接に連絡して､前項の事務を行うものとする｡

(任期等)

第4条 推進員の任期は､1年以内とする｡

2 推進員は､非常勤とする｡

(秘密を守る義務等)

第5条 推進員及び推進員であった者は､国家公務員法 (昭和22年法律第120号)の

定めるところにより､その職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない0

2 推進員は､国家公務員法に規定する政治的行為をしてはならない｡

(その他の事項)

第6条 この規定に定めるもののほか､推進員に関し必要な事項は､厚生労働省大臣官房



地方課長及び厚生労働省労働基準局長が定めるO

附 則

この訓令は､平成13年1月6日から施行する｡

附 則 (平成19年3月厚生労働省訓第6号)

この訓令は､平成19年4月1日から施行する｡



別紙2

｢林業振動障害者職業復帰推進員設置要領｣

林業振動障害者職業復帰推進員 (以下 ｢推進員｣という｡)の配置については､｢林業振

動障害者職業復帰推進員規程｣(平成 13年厚生労働省訓第46号 〔改正〕平成19年厚

生労働省訓第6号)により､その大綱が定められたところであるが､その細目は次のとお
りであるo

l 職務

推進員は､都道府県労働局又は労働基準監督署に配置し､都道府県労働局長又は労働

基準監督署長の指示を受けて､次に掲げる事務を行う｡

(1)林業における振動業務に従事したことによって振動障害に羅患した労働者のうち､

症状が軽快し､振動業務以外の一般的な労働が可能と認められた者 (以下 ｢振動障害

軽快者｣という｡)の実情の把握に関すること､職業復帰に関する希望の聴取等振動

障害軽快者の職業復帰に係る調査､相談及び指導に関すること並びに振動障害軽快者

名簿及び振動障害軽快者職業復帰個人別記録票その他振動障害軽快者の職業復帰に係

る書類の作成整備に関すること｡

(2)関係事業主に対する振動障害軽快者の職業復帰に係る啓蒙に関すること｡

(3)振動障害者社会復帰援護金､振動障害者雇用援護金､振動障害者職業復帰促進事業
特別援護金､振動障害者広域社会復帰活動費の効果的な活用に関することC

(4)林業振動障害者職業復帰対策協議会 (以下 ｢協議会｣という｡)又は林業振動障害

者職業復帰対策地区協議会 (以下 ｢地区協議会｣という｡)の構成員等との連絡及び

調整等これらの会議の運営に関すること｡

(5)その他振動障害軽快者の職業復帰の推進に関すること｡

2 委嘱

推進員は､非常勤とし､次の要件を具備した者のうちから､都道府県労働局長 (以下

｢局長｣という｡)が委嘱する｡

(1)社会的信望があり､振動障害軽快者の職業復帰の推進に関して深い関心と理解を有

する者であって､振動障害軽快者の職業復帰を積極的に推進する熱意を有する者であ
ること｡

(2)振動障害軽快者の職業復帰の推進に関して､振動障害軽快者､関係事業主等の指導

及び関係行政機関等との連絡に当たる者として適任と認められる者であること｡

(3)推進員に委嘱されることにより自己の利益を図り､又は政治的に利用しようとする

者でないこと｡

(4)公選による公職にある者若しくはその立候補者又はこれに準ずる者でないこと｡

(5)他の職務に従事している者については､その業務に拘束されて推進員の業務が不十

分となるおそれのない者であること｡

3 任期等



推進員の任期は､原則1年とし､委嘱日は原則毎年4月1日とする｡ただし､在任期

間中であっても､後記5に定める遵守義務に違反した場合には､委嘱を解く｡

また､任期途中において推進員の交替があった場合には､後任者の任期は前任者の残

留任期とする｡

なお､推進員としての在任中､当該職務の推進に積極的に貢献し､今後もその協力が

得られる者については､再任を妨げない｡

4 報酬

推進員に対して､予算の範囲内において謝金及び旅費を支給する0

5 遵守義務

推進員は､次のことを遵守しなければならない｡

(1)職務上知り得た秘密を守ること｡

(2)公平な立場を堅持し､一般社会の信望に応えられるように努めることa

(3)その職務を行うに当たり､利益を得又は特定の者に便宜を与えてはならないこと｡､

(4)推進員の地位を利用して政治的行為を行ってはならないこと｡

6 発令手続

推進員の委嘱又は解職については､局長は次の発令手続を行う｡

(1)委嘱の場合

イ 局長は推進員を委嘱しようとするときは､次の書類を整える｡

(丑本人の承諾書 (様式 1) 1通

②履歴書 (様式2)1通
③委嘱辞令 (写)(様式3)1通

なお､履歴書の記載事項については､特に国家公務員法第38条 (欠格事項)該当

の有無に注意することO

ロ 局長は､委嘱をしたときは､林業振動障害者職業復帰推進員証票 (様式6)(以

下 ｢推進員証票｣という｡)を交付すること｡

(2)再委嘱の場合

委嘱の場合に準じて取り扱うものとするが､履歴書は不要として差し支えない｡

(3)解職の場合

イ 局長は､推進員を解職しようとするときは､次の書類を整える0

(∋解職辞令 (写)(様式4)1通

なお､推進員が死亡した場合には､すみやかに遺族等から死亡届 (様式5)を徴す

ること｡

ロ 局長は､推進員を解職したときは､推進員証票を遅滞なく返納させること｡

(4)公務災害

推進員が公務上の災害を受けた場合には､国家公務員災害補償法 (昭和26年法律
第191号)に基づく所定の手続きをとること｡
(5)執務準則

推進員が､その業務を行うに当たっては､別紙 ｢林業振動障害者職業復帰推進員執

務準則｣により行う｡













様 式 6 (表 面 )

第 号

林 業 振 動 障 害 者 職 業 復 帰 推 進 員 証 票

氏 名 〇 〇 〇 〇 ( 歳 )

○○ 年 月 日生

住 所 〇〇〇〇〇〇〇〇〇

上 記 の者 は林 業 振 動 障 害 者 職 業 復 帰 推 進 員 で あ る こ とを証 明す る

平成 年 月 日

○○ 労働 局 長 印

(B 8版 )

様 式 6 (裏 面 )

(注 意 )

1.この 証 票 は ､調 査 の た め事 業 場 等 を訪 問 す る とき は必 ず 携 帯 し､

面 接 者 の請 求 が あ っ た とき は ､いつ で も呈 示 しな けれ ば な らな い ｡

2. こ の 証 票 は ､他 人 に貸 与 し､ ま た は譲 渡 して は な らな い ｡

3. こ の証 票 を紛 失 した と き ､ ま た は記 載 事 項 に変 更 が あ っ た と き

は ､ た だ ち に発 行 者 に届 け 出 な けれ ば な らな い｡

4. こ の 証 票 は ､ 新 た な 証 票 の交 付 を受 け た と き ､ ま た は推 進 員 を

解 嘱 され た ときは ､ た だ ち に発 行 者 に 返 納 しな けれ ば な らな い ｡

5. こ の 証 票 の 有 効 期 間 は ､ 平 成 年 月 日か ら平 成 年 月

日ま で とす る｡

(B 8版 )

(注 ) この 証 票 につ い て は本 省 にお い て 印 刷 別 途 管 理 換 す る｡



別紙

｢林業振動障害者職業復帰推進員執務準則｣

1 林業振動障害者職業復帰推進員 (以下 ｢推進員｣という｡)は､その職務を行うに当

たっては､｢林業振動障害者職業復帰推進員規程｣(平成13年厚生労働省訓第46号〔改

正〕平成19年厚生労働省訓第6号)によるほか､この林業振動障害者職業復帰推進員

執務準則によらなければならない｡

2 推進員は､都道府県労働局又は労働基準監督署に配置し､都道府県労働局長 (以下｢局

長｣というo)又は労働基準監督署長 (以下 ｢署長｣というO)の指示を受けて､次に掲

げる事務を行う｡

(1)林業における振動業務に従事したことによって振動障害に篠患した労働者のうち､

症状が軽快し､振動業務以外の一般的な労働が可能と認められた者 (以下 ｢振動障害

軽快者｣という｡)の実情の把握に関すること､職業復帰に関する希望の聴取等振動

障害軽快者の職業復帰に係る調査､相談及び指導に関すること並びに振動障害軽快者

名簿 (様式第2号)及び振動障害軽快者職業復帰個人別記録票 (様式第3号)その他

振動障害軽快者の職業復帰に係る書類 (様式第4号)の作成整備に関すること｡

(2)関係事業主に対する振動障害軽快者の職業復帰に係る啓蒙に関すること｡

(3)振動障害者社会復帰援護金､振動障害者雇用援護金､振動障害者職業復帰促進事業

特別援護金､振動障害者広域社会復帰活動費の効果的な活用に関すること｡

(4)林業振動障害者職業復帰対策協議会 (以下 ｢協議会｣という｡)又は林業振動障害

者職業復帰対策地区協議会 (以下 ｢地区協議会｣という｡)の構成員等との連絡及び

調整等これらの会議の運営に関すること｡

(5)その他振動障害軽快者の職業復帰の推進に関すること｡

3 推進員の職務は､振動障害軽快者及び林業事業場等の実情を把握し､振動障害軽快者

の職業復帰を積極的に推進することにその主たる目的があるので､推進員は､常に局長

又は署長の指示を受けて適正な調査､連絡及び指導を行うことはもとより､上記2に掲

げる業務を適正に遂行するための研横に努めなければならない｡

4 推進員は､上記2に掲げる業務を行うに際して､当該事案が次の各号の一に該当する

場合には､その都度局長又は署長に報告し､その処理について局長又は署長の指示を受

けなければならない｡

(1)事案の内容から法令解釈上組織的に十分な検討を行う必要があるもの等自らその指

導を行うことが適当でないと判断した場合

(2)その他事案の内容から判断して局長の指示を受ける必要があると判断した場合



5 推進員は､2に掲げる職務に関し､庁外活動を行ったときは､庁外活動報告書 (様式

第1号)を遅滞なく局長若しくは署長に提出するものとする｡

6 推進員は､次のことを遵守しなければならない｡

(1)職務上知り得た秘密を守ること｡

(2)公平な立場を堅持し､一般社会の信望に応えられるように努めること0

(3)その職務を行うに当たり､利益を得又は特定の者に便宜を与えてはならないこと｡

(4)推進員の地位を利用して政治的行為を行ってはならないこと｡

(5)庁外活動を行う場合には､身分を示す証票を携帯すること｡










